
令和７年２月 25日 

独立行政法人都市再生機構                                                                 

 

令和７年度都市再生債券に係る受託会社の募集について 

 

当機構においては、令和７年度に都市再生債券の発行を予定しております。 

つきましては、当該債券の令和７年度受託会社（兼発行代理人及び支払代理人）を募集

いたしますので、申込みを希望される場合は、別添１「令和７年度都市再生債券について」

を御確認いただき、下記のとおり書類を御提出願います。 

 

記 

１ 提出書類 

（１）受託候補会社の選定に係る申請書 

    別添２の様式に必要事項を御記入の上、御提出ください。 

（２）受託部署の概要（人員体制等） 

    任意の様式で御提出ください。 

（３）財投機関債及び公募普通社債の代表受託銘柄数、代表受託残高及び代表受託実績

（１銘柄当たりの受託金額）(発行日ベースで令和５年２月から令和７年１月末ま

での直近２年間）について、任意の様式で御提出ください。 

     ※それぞれの振替債における実績を明記してください。 

 

２ 提出方法及び提出先 

電子メールにより提出願います。 

提出先：独立行政法人都市再生機構 財務部財務課 髙草・佐々木宛て 

Eメールアドレス：c-takakusa@ur-net.go.jp・ ak-sasaki@ur-net.go.jp 

 

３ 提出期限 

令和７年３月５日（水）17：00必着 

 

４ 問合せ先 

  独立行政法人都市再生機構 財務部財務課 髙草・佐々木 

  電話：045-650-0322 

  Ｅメールアドレス：c-takakusa@ur-net.go.jp・ ak-sasaki@ur-net.go.jp 

 

以 上  

 

 

 



 

 

令和７年度都市再生債券について 

 

１ 令和７年度発行予定 

  1,100億円（うち財投機関債 1,100億円、公募債０億円） 

（注）発行に当たっては、独立行政法人都市再生機構法（平成 15 年法律第 100 号）第 34 条第 1 項及び

附則第 12 条に基づく発行の認可が必要となります。 

 

２ 受託会社の選定 

（１）受託候補会社（入札参加者）の選定方法 

申込者を対象に次の基準に照らして審査を行い、受託候補会社を選定します。 

（審査結果及び入札に関する詳細の連絡は３月上旬を予定しております。） 

【基準】 

・株式会社証券保管振替機構から発行・支払代理人として審査・承認を受けた

金融機関であること。 

・一般債振替制度の対象債券に係る受託実績があること（発行日ベースで令和

５年２月から令和７年１月末までの直近２年間）。 

 

（２）受託会社の選定 

受託候補会社を対象に、受託手数料率（額面 100 円当たり）による入札を行い、

受託会社を選定します。 

（注）受託手数料は、募集の受託会社としての管理業務に加え、発行代理人及び支

払代理人としての発行事務及び期中事務にかかる手数料とします。 

なお、元利金支払手数料及び新規記録にかかる手数料は、当該受託手数料に

含まれませんので御留意願います。 

 

３ その他重要事項 

（１）元利金支払手数料 

    元金償還手数料：元金 100円につき金 0.075銭（税抜） 

    利金支払手数料：元金 100円につき金 0.075銭（税抜） 

※当該手数料は変更する場合があります。 

（２）受託手数料 

    入札により決定 

（３）新規記録手数料 

    株式会社証券保管振替機構の定める料率による。 

 

以 上  

別添１ 



 

 

 

 

独立行政法人都市再生機構 財務部財務課 行 

 

 

受託候補会社の選定に係る申請書 

 

 

令和７年度都市再生債券の受託を希望します。 

なお、受託候補会社に選定された場合には、令和７年度受託会社選定のために独立行政

法人都市再生機構が実施する入札に参加することを確約します。 

 

 

令和  年  月  日 

 

住 所 

商号または名称 

代表者氏名         印 ※１ 

 

 

 

※１ 本件責任者（会社名・部署名・氏名）：                

担 当 者（会社名・部署名・氏名）：                

 

※２ 連絡先（電話番号）１ ：                     

連絡先（電話番号）２ ：                     

 

※１ 本件責任者及び担当者の記載がある場合は、押印は不要です。 

押印する場合は、本件責任者及び担当者の記載は不要です。 

※２ 連絡先は、事業所等の「代表番号」「代表番号+内線」「直通番号」等を記載。 

 

 

（連絡窓口：担当部署、担当者名、所在地、電話及び FAX番号、E-mailアドレス） 

 

 

 

別添２ 


